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(1)地方公共団体に対する普及促進活動の展開 

(2)地方公共団体によるSDGs達成のためのモデル事例の形成 

Ⅱ．地方創生の基本方針 
 １．ライフステージに応じた地方創生の充実・強化 
  さらに地方創生を深化させていくために、中長期を見通した持続可能なまちづくりに取り組むことが重要
であることから、 平成42年を期限とする持続可能な開発目標（SDGs）の達成のための取組を推進し、
SDGsの主流化を図り、経済、社会、環境の統合的向上等の要素を最大限反映する。 

◆まち・ひと・しごと創生基本方針2018 （平成30年6月15日閣議決定） 

地方公共団体における持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に向けた取組の推進 

○ SDGsに関わる主体の知の交流の場として国際的なフォーラムの開催 
○ 地方公共団体が主催するSDGs理解促進、普及啓発のためのフォーラム 
 事業等に対して支援 

○ 引き続き地方公共団体によるSDGsの達成に向けた取組を公募し、都 
 市・地域を選定 
○ 経済・社会・環境の三側面における新しい価値を通して持続可能な開発 
 を実現する先導的なモデル事業を選定し、資金的支援 

2020年 KPI（成果目標） 
都道府県及び市区町村に
おけるSDGsの達成に向け
た取組割合：30 ％ 

(3)官民連携によるSDGs推進プラットフォームを通じた民間参画の促進 

○ 多様なステークホルダー、特に民間企業と自治体等の連携を加速化さ 
 せるため、「環境未来都市」構想推進協議会を「地方創生SDGs官民連携 
 プラットフォーム」に改組 
○ 地域の社会的課題の解決に向け、SDGsを自らの本業に取り込み、ビジ 
 ネスを通じた民間企業の参画を促進 

ＳＤＧｓ未来都市 

自治体ＳＤＧｓ推進 
関係省庁タスクフォース 

地方創生ＳＤＧｓ官民 
連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り 

支援 

2030年 

取組推進 
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ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業 

       中長期を見通した持続可能なまちづくりのため、地方創生に資する、地方自治体による持続可能な 
開発目標（SDGｓ）の達成に向けた取組を推進していくことが重要。 
 ＳＤＧｓ推進本部会合における安倍総理指示を踏まえ、地方創生分野における日本の「SDGｓモデル」を構築していく。 

 平成30年６月15日、公募の結果、自治体によるＳＤＧｓの達成に向けた優れた取組を提案する２９都市を 

「ＳＤＧｓ未来都市」として選定。また、特に先導的な取組１０事業を「自治体ＳＤＧｓモデル事業」として選定。 
 今後、これらの取組を支援するとともに、成功事例の普及展開等を行い、地方創生の深化につなげていく。 
 ※平成30年度に引き続き、平成31年度の関連予算を要求中。 

概要 

「ＳＤＧｓ未来都市」及び「自治体ＳＤＧｓモデル事業」における取組 
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り 

2030年 

①自治体のＳＤＧｓ推進の 
  ための取組 

②ＳＤＧｓ達成に向けた 
  事業の実施 

ＳＤＧｓ未来都市（２９） 

選定都市の成功事例を 
国内外へ情報発信 
 

 ・イベントの開催 
 ・幅広い世代向けの 
  普及啓発事業 等 

成功事例の普及展開 

自治体ＳＤＧｓ推進関係省庁タスクフォースによる 
省庁横断的な支援 

○選定都市の事業計画策定への支援 
○各省庁支援施策の積極的な活用等 
○各省庁支援施策を選定都市に集中投入 
○取組状況フォローアップの評価基準作りへの参画 

計画 
策定 

事業 
実施 

①経済・社会・環境の三側面の統合的 
  取組による相乗効果の創出 

②自律的好循環の構築 

③多様なステークホルダーとの連携 

自治体ＳＤＧｓモデル事業 
（１０） 

①北海道 
②北海道札幌市 
③北海道ニセコ町 
④北海道下川町 
⑤宮城県東松島市 
⑥秋田県仙北市 
⑦山形県飯豊町 
⑧茨城県つくば市 
⑨神奈川県 
⑩神奈川県横浜市 

⑪神奈川県鎌倉市 
⑫富山県富山市 
⑬石川県珠洲市 
⑭石川県白山市 
⑮長野県 
⑯静岡県静岡市 
⑰静岡県浜松市 
⑱愛知県豊田市 
⑲三重県志摩市 
⑳大阪府堺市 

㉑奈良県十津川村 
㉒岡山県岡山市 
㉓岡山県真庭市 
㉔広島県 
㉕山口県宇部市 
㉖徳島県上勝町 
㉗福岡県北九州市 
㉘長崎県壱岐市 
㉙熊本県小国町 
 

【ＳＤＧｓ未来都市】 
（下線が自治体ＳＤＧｓモデル事業に選定された自治体） 

①北海道 
②北海道札幌市 
③北海道ニセコ町 
④北海道下川町 
⑤宮城県東松島市 
⑥秋田県仙北市 
⑦山形県飯豊町 
⑧茨城県つくば市 
⑨神奈川県 
⑩神奈川県横浜市 

⑪神奈川県鎌倉市 
⑫富山県富山市 
⑬石川県珠洲市 
⑭石川県白山市 
⑮長野県 
⑯静岡県静岡市 
⑰静岡県浜松市 
⑱愛知県豊田市 
⑲三重県志摩市 
⑳大阪府堺市 

㉑奈良県十津川村 
㉒岡山県岡山市 
㉓岡山県真庭市 
㉔広島県 
㉕山口県宇部市 
㉖徳島県上勝町 
㉗福岡県北九州市 
㉘長崎県壱岐市 
㉙熊本県小国町 
 

【ＳＤＧｓ未来都市】 
（下線が自治体ＳＤＧｓモデル事業に選定された自治体） 

①北海道 
②北海道札幌市 
③北海道ニセコ町 
④北海道下川町 
⑤宮城県東松島市 
⑥秋田県仙北市 
⑦山形県飯豊町 
⑧茨城県つくば市 
⑨神奈川県 
⑩神奈川県横浜市 

⑪神奈川県鎌倉市 
⑫富山県富山市 
⑬石川県珠洲市 
⑭石川県白山市 
⑮長野県 
⑯静岡県静岡市 
⑰静岡県浜松市 
⑱愛知県豊田市 
⑲三重県志摩市 
⑳大阪府堺市 

㉑奈良県十津川村 
㉒岡山県岡山市 
㉓岡山県真庭市 
㉔広島県 
㉕山口県宇部市 
㉖徳島県上勝町 
㉗福岡県北九州市 
㉘長崎県壱岐市 
㉙熊本県小国町 
 

【ＳＤＧｓ未来都市】 
（下線が自治体ＳＤＧｓモデル事業に選定された自治体） 
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福岡県北九州市 

神奈川県横浜市 

北海道下川町 

北海道ニセコ町 

岡山県真庭市 

長崎県壱岐市 

熊本県小国町 

富山県富山市 

神奈川県 

神奈川県鎌倉市 

静岡県静岡市 

茨城県つくば市 

岡山県岡山市 

三重県志摩市 

山形県飯豊町 

山口県宇部市 

石川県珠洲市 

長野県 

広島県 

石川県白山市 宮城県東松島市 

静岡県浜松市 

愛知県豊田市 

北海道札幌市 

奈良県十津川村 

秋田県仙北市 

北海道 

徳島県上勝町 

大阪府堺市 

出典：国土地理院ウェブサイト（https://maps.gsi.go.jp/）の白地図をもとに作成 

緑字：SDGs未来都市（自治体SDGsモデル事業含む） 
青字：SDGs未来都市 
※道県が選定されている場合は道県全域を着色。 

ＳＤＧｓ未来都市・自治体ＳＤＧｓモデル事業 選定都市一覧 
都市名 提案タイトル 

S
D

G
s

未
来
都
市 

（
自
治
体S

D
G

s

モ
デ
ル
事
業
含
む
） 

北海道ニセコ町 
環境を生かし、資源、経済が循環する自治のまち 
「サスティナブルタウンニセコ」の構築 

北海道下川町 未来の人と自然へ繋ぐしもかわチャレンジ2030 

神奈川県 いのち輝く神奈川 持続可能な「スマイル100歳社会」の実現 

神奈川県横浜市 SDGs未来都市・横浜 ～”連携”による「大都市モデル」創出～ 

神奈川県鎌倉市 持続可能な都市経営「SDGs未来都市かまくら」の創造 

富山県富山市 コンパクトシティ戦略による持続可能な付加価値創造都市の実現 

岡山県真庭市 
地域エネルギー自給率100% 2030”SDGs”未来杜市真庭の実現 
～永続的に発展する農山村のモデルを目指して（私がわたしらしく生きるまち）～ 

福岡県北九州市 北九州市SDGs未来都市 

長崎県壱岐市 壱岐活き対話型社会「壱岐（粋）なSociety5.0」 

熊本県小国町 地熱と森林の恵み、人とのつながりがもたらす持続可能なまちづくりを目指して 

S
D

G
s

未
来
都
市 

北海道 北海道価値を活かした広域SDGsモデルの構築 

北海道札幌市 
次世代の子どもたちが笑顔で暮らせる持続可能な都市・ 
「環境首都・SAPP͜RO」 

宮城県東松島市 全世代グロウアップシティ東松島 

秋田県仙北市 IoT・水素エネルギー利用基盤整備事業 

山形県飯豊町 
農村計画研究所の再興 
『2030年も「日本で最も美しい村」であり続けるために』 

茨城県つくば市 つくばSDGs 未来都市先導プロジェクト 

石川県珠洲市 能登の尖端”未来都市”への挑戦 

石川県白山市 白山の恵みを次世代へ贈る「白山SDGs未来都市2030ビジョン」 

長野県 学びと自治の力による「自立・分散型社会の形成」 

静岡県静岡市 「世界に輝く静岡」の実現 静岡市５大構想×SDGs 

静岡県浜松市 浜松が「五十年、八十年先の『世界』を富ます」 

愛知県豊田市 みんながつながる ミライにつながるスマートシティ 

三重県志摩市 持続可能な御食国の創生 

大阪府堺市 「自由と自治の精神を礎に、誰もが健康で活躍する笑顔あふれるまち」 

奈良県十津川村 持続可能な森林保全及び観光振興による十津川村SDGsモデル構想（仮称） 

岡山県岡山市 誰もが健康で学び合い、生涯活躍するまちおかやまの推進 

広島県 
SDGsの達成に向けて平和の活動を生み出す国際平和拠点ひろしまの取組を加
速する～マルチステイクホルダー・パートナーシップによるSDGsの取組の強化～ 

山口県宇部市 
「人財が宝」みんなでつくる宇部SDGs推進事業 
～「共存同栄・協同一致」の更なる進化～ 

徳島県上勝町 
SDGsでSHLs（Sustainable Happy Lives） 
持続可能な幸福な生活 
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○SDGsの理念に沿った統合的取組により、経済・社会・環境
の三側面における新しい価値創出を通して持続可能な開発
を実現するポテンシャルが高い先導的な取組を支援する。 

 
○また、地方創生に資する自治体によるSDGsの達成に向けた
取組を、フォーラムの開催や取組事例の調査等を通じて普
及展開を図り、広く国内外に浸透させるとともに、地域別
説明会や有識者派遣などSDGsに取組む自治体に対しても支
援するほか、官民連携の取組を強化する。 

 
 

 
○自治体における持続可能な開発目標（SDGs）の達成
に向けた取組は、地方創生の実現に資するものであ
り、その取組を推進することが重要である。 

○このため、自治体によるSDGsの達成に向けた取組を
公募し、優れた取組を提案する都市・地域を選定す
るとともに、特に先導的な取組については、モデル
事業として選定し、資金的に支援する。 

○また、そうした成功事例の調査や普及展開等を行う
ことで、SDGsの取組を国内へ広く浸透させ、中枢・
中核都市の機能強化を含め地方創生の深化につなげ
る。 

○平成30年6月15日に閣議決定された「まち・ひと・し
ごと創生基本方針2018」において、「今後、更に地
方創生を深化させていくために、中長期を見通した
持続可能なまちづくりに取り組むことが重要である
から、平成42年を期限とする持続可能な開発目標
（SDGs）の達成ための取組を推進し、SDGsの主流化
を図り、経済、社会、環境の統合的向上等の要素を
最大限反映する。」としている。 

 
 
 
 

施策名：地方創生に向けた自治体ＳＤＧｓの推進 
【31年度概算要求額：６９８百万円（前年度５００百万円）】 

施策概要・目的 施策イメージ・具体例 

 
○自治体によるSDGsの達成に向けたモデル的な先進事例の創出と普及展開活動を通じ、SDGsを自治体業務に広く浸透さ
せて、中枢・中核都市の機能強化を含め、地方創生の深化につなげる。 

期待される効果 

次年度予算概算要求 
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内閣府では、我が国におけるSDGs の国内実施の促進及びそれに資する「環境未来都市」構想を推進し、より一層の地
方創生につなげることを目的に、地方自治体・地域経済に新たな付加価値を生み出す企業・専門性をもったNGO・NPO・
大学・研究機関など、広範なステークホルダー間とのパートナーシップを深める官民連携の場として、平成30年８月31日に
地方創生SDGs官民連携プラットフォームを設置した。 

 

○会員数：537団体（平成30年11月30日時点） ※内訳は以下のとおり 
 一号会員（都道府県及び市区町村）：227団体 二号会員（関係府省庁）：12団体 三号会員（民間団体等）：298団体 
○役員 
 会  長：北橋 健治 北九州市長 
 副会長：三宅 占二 一般社団法人日本経済団体連合会 企業行動・ＣＳＲ委員長 
 幹  事：村上 周三 一般財団法人建築環境・省エネルギー機構 理事長 
 幹  事：蟹江 憲史 慶應義塾大学SFC研究所xSDG・ラボ 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科 教授 

会員提案による分科会設置 
課題解決に向けたプロジェクトの 

創出等 

2. 分科会開催 

国際フォーラムの開催、展示会への出
展、ＨＰやメーリングリストでの情報発
信、プラットフォーム後援名義発出等 

3. 普及促進活動 

研究会での情報交換、 
課題解決コミュニティの形成 

1. マッチング支援 

民間 
団体等 

自治体 

イノベーション 
加速 

パートナーシップ 
促進 

共通言語 

官民連携による先駆的取組 
（プロジェクト）の創出 

SDGsの達成と持続可能なまちづくり 
（経済・社会・環境）による地方創生の実現 
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地方創生ＳＤＧｓ官民連携プラットフォームについて 



提案者名 テーマ SDGs 17ゴール 

01 こもれびシティプロジェクト 
都市温暖化対策と「住むだけでQOLが高まるような都
市づくり」の実現に向けた産官学連携調査・検証 

02 NPO法人ユニグラウンド 資源360° 

03 (株)モノファクトリー 
モノのトレーサビリティと、循環を前提とした社会基盤(プ
ラットフォーム)の構築 

04 バリュードライバーズ株式会社 食料廃棄の半減を目標として多様なアプローチを見出す。 

05 PwCコンサルティング合同会社 
先導的デジタル技術・まちづくり開発手法による地域創
生分科会 

06 
国際航業株式会社、 
ESRIジャパン株式会社 

日本版SDGsの指標ならびにGISを活用した可視化検
討 

07 株式会社ビジネスコンサルタント SDGs学習におけるツール開発と学びのコミュニティづくり 

08 凸版印刷株式会社 
自治体SDGs推進におけるニーズの可視化、情報発信
の在り方について 

09 株式会社博報堂九州支社 
SDGsの九州における社会実装化を「デザイン開発」に
よって目指す 

10 モバイルソリューション株式会社 地方創生の為の地域エネルギービジネスの創出 

11 神奈川県 SDGs社会的投資促進分科会 

12 西武信用金庫 
SDGs普及促進のための地域金融機関の役割を考え
具体な取組みの発展と創出を目指す 

13 内閣府 企業版ふるさと納税を活用したSDGsの推進について 
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○ SDGs未来都市及び自治体SDGsモデル事業の両方に選定された神奈川県は、同時に
選定された横浜市、鎌倉市と連携し、さらにSDGs未来都市とも協働して「『自治体主

導のSDGsの取組』を全国に発信する」ことを目的に開催。 

○ SDGs先進自治体が一体となって、このフォーラムを通じて、オールジャパンで
SDGsに取り組む機運を盛り上げていく。 

〇 本フォーラムは地方創生SDGs官民連携プラットフォームの分科会活動の一環とし

て開催し開催地は巡回していく。 

目 

 
的 

１ 日時 
  平成31年１月30日（水） 
  10時00分～17時30分 

２ 場所 
  パシフィコ横浜 会議センター503 

３ 主催等 
  主催：神奈川県 
  共催：横浜市、鎌倉市 
  後援：内閣府、地方創生SDGs官民  
     連携プラットフォームほか  
    （調整中） 

４ 参加者 
  SDGsに取り組む全国の自治体、企 
  業、ＮＰＯ、大学（定員500名） 

５ プログラム（案） 

 主催者あいさつ 

 来賓あいさつ 

 

 第一部 「SDGs日本モデル」宣言採
択 

 第二部 自治体発のSDGsの取組 
     （国、SDGs未来都市） 

 第三部 日本から世界を変革する“民” 

     の力（民間企業、団体） 

 第四部 次世代を担う若者たちの 

     SDGs（大学、高校） 
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